
まえがき

　本書は筆者が昭和53年４月に公益社団法人　日本水道協会の経営顧問に
就任して平成30年３月に退任するまでの40年間に関与した、主として上下
水道事業の予算、決算、料金に関する各種質問に対する回答を取りまとめ
たものです。
　地方公営企業法が規定する法定７業種のうち、水道事業が一番事業者数
が多いということで水道事業を対象としておりますが、新たに地方公営企
業の財務に関する規程を一部適用する下水道事業担当者も大いに参考にし
ていただきたいと思います。

　特に、適正な下水道使用料の原価計算には複式簿記の会計制度を採用す
る必要があると思いますので、公営企業会計の基本的な知識として学ばれ
るとよいでしょう。

　上下水道事業の毎事業年度の決算状況の説明は、水道料金、下水道使用
料の「所要値上げ率が何％の決算か」ということで説明することが住民の
立場からは最もわかりやすい説明になると思います。
　損益計算書に何が書いてあるのか、貸借対照表に何が書いてあるのかと
いうことは、毎事業年度の水道料金、下水道使用料が適正であったのかど
うかということを示していると思います。
　公益事業論の料金算定は、アメリカのＥ・クレメンズの算式によると 
Ｒ＝Ｅ＋（Ｖ–Ｄ）×ｒとなっています（第４章Ｐ223参照）。したがって令
和３年度の上下水道事業の経営状況が所要値上げ率何％の決算状況である
と説明する必要があります。
　具体的に一例を示すと、Ｆ市の場合平成26年度決算で当年度純利益は
87,658千円の黒字でしたが、19年間水道料金の改正を行っていなかったた
め、平成28年から令和２年までの５年間に所要値上げ率が30％をこえる決
算状況となりました。
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　Ｆ市水道事業経営審議会では約30％の値上げはやむを得ないとして認め
るが、今後は常に毎年度所要値上げ率を算出し適時に適正な料金改正をす
ることを附帯条件として答申されました。

　本書が上下水道事業の適正料金実現のための一助になれば望外の幸で
す。

2022年10月　池田昭義
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2 公営企業会計の場合

　公営企業会計の公金の管理連用は、管理者が行うことになっています。
　管理者は、地方公営企業法施行令第22条の６第１項の規定に基づき ｢確
実｣ ｢有利｣ に運用しなければなりません。公営企業会計における有価証
券の取得、管理、処分の会計処理及び予算経理は、次のようになります。

（１）　投資有価証券
　公営企業会計における投資有価証券の経理は、次のようになります。
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①購入時
〈仕訳〉
（借方） （貸方）
投資有価証券 98 預金 98

〈予算経理〉
資本的支出
　投資
　　投資有価証券　98

②有価証券利息の収納時
〈仕訳〉
（借方） （貸方）
預金 1 有価証券利息 1

〈予算経理〉
収益的収入
　営業外収益
　　有価証券利息　１

③満期償還時
〈仕訳〉
（借方） （貸方）
預金 100 投資有価証券 98

投資有価証券償還益 2

〈予算経理〉
収益的収入
　特別利益
　　投資有価証券償還益　２

（2）　有価証券
　短期有価証券の購入の場合には、予算経理は不要です。ただし、売却の
場合には流動資産である貯蔵品と同様の予算経理が必要となります。
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資本的収入
　固定資産売却代金　98

①購入時
〈仕訳〉
（借方） （貸方）
有価証券 99 預金 99

〈予算経理〉
なし

②売却時
〈仕訳〉
（借方） （貸方）
有価証券売却原価 99 有価証券 99
預金 100 有価証券売却収益 100

〈予算経理〉
収益的支出
　営業外費用
　　雑支出　99
収益的収入
　営業外収益
　　雑収益　100



　下水道使用料は、法律的には公の施設の使用料であり、経済学的には排
水サービスの対価ということになります。
　適正な下水道使用料とは、合理的な算定基準に基づき算定された使用料
のことです。

1 下水道事業の位置づけ

　適正な下水道使用料の算定に当たっては、まず、下水道事業をどのよう
なものと考えるかによって異なってきます。
　下水道事業の位置づけは、国によって、時代によって異なっています。
下水道の先進国では、例えばイギリスにおいては、普及率が95％と高率で
あることもあって、平成元年12月から水道事業とともに株式会社の経営形
態をとり、公益事業（パブリック・ユーティリティーズ）として経営され
ています。
　わが国の場合には、平成10年３月末の普及率が56％と低率であるため、
経済学的には公共事業（パブリック・ワークス）の範ちゅうに含められて
います。
　実体法上、公共下水道事業は、地方財政法第６条、同法施行令第12条第
13号によって、水道事業とともに「公営企業」と規定されています。
　しかしながら、地方公営企業法第２条に規定する「地方公営企業」には
含まれていません。そこで、東京都のように下水道事業を「地方公営企
業」として経営するためには、公企法第２条第３項によって各地方公共団
体の条例によって公企法の規定の全部又は一部を適用しなければなりませ
ん。
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　下水道使用料の算定：適正な下水道使用料の算定の方法につ
いてお教え下さい。
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　筆者は、わが国における現在の下水道事業の位置づけは、水道事業等の
公益事業に準ずるものであると考えています。
　したがって、「雨水公費」「汚水私費」という考え方をもとに、「汚染者
負担の原則」によって下水道使用料を考える場合には、各地方公共団体が
経営している水道事業の水道料金をモデルにすればよいということになり
ます。
　また、公益事業の概念において、水道事業等の公益事業（パプリック・
ユーティリティーズ）とはいかなるものであるかについては、前述したＱ
1の水道事業の項を参照して下さい。

2 適正な下水道使用料

　下水道使用料を水道料金に準じて考えると、その法的根拠である下水道
法第20条、地方公営企業法第21条の規定の解釈は次のようになります。

　下水道法第20条（使用料）
　公共下水道管理者は、条例で定めるところにより、公共下水道を使用
する者から使用料を徴収することができる。
２　使用料は、次の原則によつて定めなければならない。
　一 　下水の量及び水質その他使用者の使用の態様に応じて妥当なもの

であること。
　二 　能率的な管理の下における適正な原価をこえないものであるこ

と。
　三 　定率又は定額をもつて明確に定められていること。
　四 　特定の使用者に対し不当な差別的取扱をするものでないこと。

地方公営企業法第21条（料金）
　地方公共団体は、地方公営企業の給付について料金を徴収することが
できる。
２ 　前項の料金は、公正妥当なものでなければならず、かつ、能率的な
経営の下における適正な原価を基礎とし、地方公営企業の健全な運営
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